
（甲：県、乙：受託者　　乙欄に○印のついた項目はすべて受託者の実施とします）

甲 乙

年度初め 年間研修計画に関する打合せ ○ ○

受講生内申依頼（階層別研修） 〇 ○ ・各所属長・市町長あて（内容は県が確認）

研修対象者の集計（階層別研修） ○

研修対象者の決定（階層別研修） ○

開催通知の作成・送付（階層別研修） 〇 ○ ・各所属長・市町長あて（内容は県が確認）

講師依頼（依頼文書作成・送付） ○ ・正式依頼（内容は県が確認）

１～２ケ月前 研修実施要綱の作成（能力開発研修） ○ （内容は県が確認）

研修募集通知書の作成・送付（能力開発研修） 〇 ○ ・各所属長・市町長あて（内容は県が確認）、人数が少なければ再募集

研修実施要綱の作成（階層別研修） ○ （資料内容は県が確認）

決定通知の作成・送付（階層別研修） 〇 ○ ・各所属長・市町長あて（内容は県が確認）

研修申込者の集計および研修別振り分け（能力開発研修） ○

受講者の決定 ○

決定通知の作成・送付（能力開発研修） 〇 ○ ・各所属長・市町長あて（内容は県が確認）

eラーニング　受講登録等事前設定 ○

講師依頼・打合せ（内部講師含む） ○ ・講義資料･ﾌﾟﾛﾌｨｰﾙ依頼、宿泊交通手段確認、振込口座確認、会場図

２週間前 研修資料の作成 ○
・名簿･座席表作成、当番･係り役割分担、日程、講師紹介、演習の
　グループ編成、司会等の指名、人数集計、部屋割り

講師紹介文・アンケートの作成 ○ ・講師および受講者（内容は県が確認）

体験施設との調整 ○ ○ ・社会福祉協議会、社会福祉法人等

講師関係の手配 ○ ・宿泊予約、講師謝礼の準備

１週間前 レジュメ・講義資料・アンケートの印刷、製本 ○ ・講師分、福井県、市町研修担当課分も

文具等の補充 ○ ・マジック・ふせん・摸造紙等の在庫確認・発注

蛍光灯の確認 ○ ・蛍光灯の交換

講師関係の手配 ○ ・タクシー、昼食

オンライン研修　接続確認テスト ○ ○

理解度テスト・研修レポート課題作成 ○

研修テキストの送付（主要テーマのみ） ○ ・テキストおよび事前課題を送付

自動販売機の確認 ○ ・補充が必要な場合は依頼

前日 最終人数の確認 ○

研修資料の印刷、製本 ○ ・職員・講師分も

会場の設営 ○
・黒板、白板、放送機材、映写機材、空調、録音等の確認
・資料の配付

受付の準備 ○ ・受付名簿、座席表、研修資料、名札等

研修生との連絡調整 ○ ○ ・研修生への研修日の再確認通知

案内版の設置 ○ ・５号棟１階入口、受付

当日（初日）
会場の準備 ○

・照明、空調、マイク、黒板、ホワイトボード等の確認。
・演台にミネラルウォーター、紙コップ、おしぼりを設置

講師控室の準備 ○ ・空調、テレビ、冷蔵庫内（研修棟講師控室）の確認

受付 ○ ・受付の案内、座席の案内等

開講式進行 ○

開講式あいさつ ○

オリエンテーション ○

当日（毎日） 研修生への諸注意・連絡事項 ○ ・研修前/研修後

研修生の規律保持・健康管理 ○

講師の応対 ○
・出迎え、お茶だし、資料渡し、講師控室⇔教室までの案内
・昼食がある場合はお昼の用意、見送り
・講師が県職員の場合は、帰りにお茶渡し

研修運営 ○ ○
・講師紹介
・立会い、サポート等
・写真、テープおこし

講義の補助 ○
・パワーポイント、ビデオ等の準備、操作補助
・グループワークの際の文具、用紙等の配付
・講義中の資料配付、アンケート回収

研修生との連絡調整 ○ ○ 伝達事項、電話連絡の伝言、事故対応等

講義終了後、研修棟の見回り、消灯確認、施錠 ○

マイクの電池交換 ○ ・約１０時間ごと

当日（最終日） 閉講式進行 ○

アンケート・ネームプレート回収 ○

会場・講師控室の撤収 ○ ･忘れ物の確認、机と椅子の整頓、窓の施錠、空調と照明の確認

終了後 研修修了の認定 ○

修了通知の作成・送付 ○ ・各所属長・市町長あて（内容は県が確認）

アンケートの集計・供覧 ○

講師への謝金・旅費・委託料支払い ○

弁当代(講師)支払い ○

講師および講義内容の評価 ○ ○

研修評価に基づく協議 ○ ○

講師への礼状作成・送付 ○ ・県内の民間研修講師（内容は県が確認）

研修履歴管理 ○

フォローアンケート作成・実施・集計・分析 ○ ・重点研修のうち県が指定したもの（内容は県が確認）

業務内容および実施区分

時　　期 業　務　内　容
実施区分

乙の業務内容

（別表１）
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業務内容および実施区分

時　　期 業　務　内　容
実施区分

乙の業務内容

（別表１）

随時 研修基本方針の作成 ○ ○ ・県と協議

研修体系の作成 ○ ○ ・県と協議

年間研修計画 ○ ○ ・県と協議

研修カリキュラム作成 ○ ○ ・県と協議

研修日程の決定 ○

研修の立会い（評価） ○ ○

年間研修評価 ○ ○

講師選定・確保 ○

研修場所の確保 ○ ・自治研修所以外の場合

実施研修打ち合わせ・反映 ○

研修に関する情報提供 ○

ホームページの資料作成（研修情報） ○

研修情報のホームページへのアップ ○

研修資料の整理 ○
・研修資料、レジュメ等の原本の保管
・予備の資料の廃棄

５号棟１階の見回り、施錠 ○ ・毎日17時過ぎに行う

研修計画表の管理 ○ ・変更があった場合、県および清掃担当に伝える

月行事予定表の管理 ○ ・月末に翌月の予定を記入

教材室・図書コーナーの整理・整頓 ○ ・購入雑誌、書籍の整理

研修概要の作成 ○ （内容は県が確認）

研修実績等のデータ集計・整理 ○ ・受講者数、修了者名等、アンケート結果等

積雪時の除雪 ○ ○ ・５号棟１階玄関等

研修所が独自に実施する研修の運営 ○ ○ ・県と協議



自治研修所　令和９年度研修体系

 は外部委託する研修

　新規採用職員
前期
中期
後期

情報システム研修

　ステップ１（２５歳）

　ステップ２（３０歳）

　ステップ３（３５歳）

　ステップ４（４０歳）

　課長補佐級

　トップマネジメント研修 　新任管理職
　課長級

　セカンドキャリア研修（希望制）
　再任用・役職定年者向研修

前期
後期

1 　県・市町・民間企業合同研修会
2 　ふくいをもっとおもしろく
3 　発想力を高める水平思考研修（ラテラルシンキング）
4 　政策デザインの基礎研修
5 　行動経済学（ナッジ）研修
6 　地方自治体におけるAI・IoTの基礎研修
7 　公共マーケティング研修
8  プレゼンテーション能力向上
9  折衝・交渉力強化
10  会議運営能力向上(ファシリテーション)研修
11  カスタマーハラスメント防止研修
12
13  管理職向け　部下とのコミュニケーション・指導法研修

14  トップセミナー（企業トップ等による特別講義）
15
16  地方財政制度研修（地方債等資金調達）
17
18  行政法研修
19
20  自分らしいキャリアの描き方／公私の転機
21  健康課題から考える働く人のウェルビーイング
22  分かりやすい説明の仕方研修
23  管理職向け　ハラスメント防止研修
24  管理職-中堅職員向け　コーチング研修
25  管理職向けイクボス研修
26  管理職-中堅職員向け部下のキャリア開発支援研修
27  管理職-中堅職員向けアンガーマネジメント研修
28  人を動かすPowerPoint資料の作り方研修
29  ビジネス文書レベルアップ研修
30  地方公務員法
31  初めて学ぶ人のためのデータサイエンス入門

　・クレドを理解し、業務の判断軸として活用するための研修
県内民間企業等派遣研修 　・企業現場を体験する研修を実施

　・英語（アカデミークラス（上級）・中上級）
　・弁護士等による研修
　・秘書業務に就いて理解を深める

財務会計スキルアップ研修 　・財務会計システムの理解を深める
マナーアップ実践研修 　・電話応対、来客対応の指導や実演
現場視察研修 　・各出先機関の専門職による取組みや課題を学ぶ

ハラスメント相談員向け 　・相談員としてのコミュニケーションスキルや相談者・行為者へのフォローなどについて学ぶ
幹部職員・管理職向けハラスメント研修 　・ハラスメントについての正しい知識を身に付け、意識改革および行動変容を促す

　・ハラスメントについての正しい知識を身に付け、意識改革および行動変容を促す
※ 記載の研修体系は、令和９年度の研修体系（案）であり、年度中に変更される場合もある。

秘書研修

ＩＴパスポート研修

≪県職員≫ ≪市町職員≫
職員一般研修【階層別研修】 職員一般研修【階層別研修】

　新規採用職員

語学研修
公務員倫理研修

マネジメント力

基礎力

 地方公会計と財務諸表の作り方・読み方

 政策法務研修

 訴訟法務研修

※対話力向上講義必須

女性能力等

eラーニング

能力開発研修　※県職員対象
クレド研修

　トレーナー研修

評価者研修

能力開発研修（選択研修）　※県・市町職員対象

政策提案力

説明力・折衝調整力

 伝わる広報デザイン力研修

　リーダースキル養成研修（３2歳）

　マネジメントスキル養成研修（３８歳）

　課長補佐実務研修
※能力開発研修１科目必須

※能力開発研修１科目必須

※対話力向上講義必須

※対話力向上講義必須
※能力開発研修１科目必須

※キャリアデザイン講義必須

※キャリアデザイン講義必須

※対話力向上講義必須

※対話力向上講義必須
※能力開発研修１科目必須

　新規採用（医療技術職・保育）

※ボランティ
ア体験あり

※ボランティ
ア体験あり

　採用３年目職員

　採用５年目職員

※対話力向上講義必須

※キャリアデザイン講義必須

前期
中期　※キャリアデザイン講義必須
後期　※対話力向上講義必須

　新規採用（医療技術職・保育）
※対話力向上講義必須

その他研修（県職員対象ハラスメント研修）

一般職向けハラスメント研修

（別表２）
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研修業務の流れ（令和８年度を例とした場合）

　…　県が行う業務

　…　県と受託者が協議しながら行う業務

　…　受託者が行う業務

１　次年度研修計画の策定

２　研修の実施

別表４

研修基本方針の策定

研修体系・研修計画・研修カリキュラム・講師の決定

研修日程の調整

講師（派遣）依頼

研修実施計画の策定（日程表・実施要領・研修概要等）

≪県職員階層別研修≫ ≪市町職員階層別研修≫ ≪能力開発研修≫≪その他研修≫

研修内申書に基づき受講者を決定

講師との連絡および各種手配

テキスト・配布資料準備・研修室準備・研修用器材準備

研修終了後にアンケートの実施（フォローアンケートする場合あり）

研修評価

会場の確保（自治研修所以外の場所で行う場合）

研修内申通知書の作成および送付

開催通知の作成および送付

研修案内の作成および送付

研修内申書に基づき受講者を決定

開催通知の作成および送付

研修案内の作成および送付

受講申込の受理

受講者決定および開催通知書の作成・送付

修了通知の作成および送付

研修の実施



県 市町 合計

県 新 規 採 用 職 員 研 修 ( 前 期 ) 集合（一斉・班別） 8.0 167 0 167

県 新 規 採 用 職 員 研 修 ( 中 期 ） 集合（一斉・班別） 4.0 162 0 162

県 新 規 採 用 職 員 研 修 ( 後 期 ） 集合（一斉・班別） 4.0 157 0 157

県 新 規 採 用 職 員 研 修 (IT パ ス ポ ー ト ） e ラ ー ニ ン グ ― 50 0 50

県 新 規 採 用 職 員 研 修 ( ボ ラ ン テ ィ ア 体 験 ） 集 合 ― 5 0 5

新 規 採 用 職 員 研 修 ( 医 療 ・ 保 育 ） 集合（一斉・班別） 2.0 52 55 107

県 採 用 ３ 年 目 研 修 集合（一斉・班別） 4.0 175 0 175

県 採 用 ５ 年 目 研 修 集合（一斉・班別） 2.0 102 0 102

県 リ ー ダ ー ス キ ル 養 成 研 修 集合（一斉・班別・fika） 4.5 331 0 331

県 リ ー ダ ー ス キ ル 養 成 研 修 （ ボ ラ ン テ ィ ア 体 験 ） 集 合 ― 2 0 2

県 マ ネ ジ メ ン ト ス キ ル 養 成 研 修 集合（一斉・班別・fika） 4.0 239 0 239

県 課 長 補 佐 実 務 研 修 集 合 1.0 44 0 44

県 ト ッ プ マ ネ ジ メ ン ト 研 修 集合（一斉・班別・fika） 4.0 126 0 126

県 セ カ ン ド キ ャ リ ア 研 修 集 合 2.0 7 0 7

県 再 任 用 職 員 研 修 e ラ ー ニ ン グ 1.0 39 0 39

県 役 職 定 年 者 研 修 e ラ ー ニ ン グ 1.0 13 0 13

県 ト レ ー ナ ー 研 修 e ラ ー ニ ン グ 0.5 277 0 277

県 一 次 評 価 者 研 修 e ラ ー ニ ン グ 0.5 282 0 282

県 二 次 評 価 者 研 修 e ラ ー ニ ン グ 0.5 137 0 137

市 町 新 規 採 用 職 員 研 修 ( 前 期 ) 集合（一斉・班別） 6.0 0 203 203

市 町 新 規 採 用 職 員 研 修 ( 中 期 ） 集合（一斉・班別） 4.0 0 189 189

市 町 新 規 採 用 職 員 研 修 ( 後 期 ） 集合（一斉・班別） 6.0 0 188 188

市 町 ス テ ッ プ １ 研 修 集合（一斉・班別） 4.0 0 138 138

市 町 ス テ ッ プ ２ 研 修 集合（一斉・班別） 6.0 0 142 142

市 町 ス テ ッ プ ３ 研 修 集合（一斉・班別） 6.0 0 165 165

市 町 ス テ ッ プ ４ 研 修 集合（一斉・班別） 3.0 0 143 143

市 町 課 長 補 佐 級 研 修 集合（一斉・班別） 3.0 0 120 120

市 町 新 任 管 理 職 研 修 集合（一斉・班別） 2.0 0 71 71

市 町 課 長 級 研 修 集合（一斉・班別） 2.0 0 99 99

小               計 85.0 2,367 1,513 3,880

県 ・ 市 町 ・ 民 間 企 業 合 同 研 修 会 集 合 2.0 7 8 15

ふ く い を も っ と お も し ろ く 集 合 0.5 28 14 42

発想力を高める水平思考研修（ラテラルシンキング） 集 合 1.0 17 10 27

政 策 デ ザ イ ン の 基 礎 研 修 集 合 1.0 9 8 17

行 動 経 済 学 （ ナ ッ ジ ） 研 修 オ ン ラ イ ン 0.5 37 23 60

地 方 自 治 体 に お け る AI ・ IoT の 基 礎 研 修 オ ン ラ イ ン 1.0 23 13 36

カ ー ド ゲ ー ム を 通 じ て カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル を 学 ぶ 集 合 0.5 31 5 36

プ レ ゼ ン テ ー シ ョ ン 能 力 向 上 集 合 1.0 10 8 18

折 衝 ・ 交 渉 力 強 化 集 合 1.0 14 10 24

会 議 運 営 能 力 向 上 ( フ ァ シ リ テ ー シ ョ ン ) 研 修 集 合 1.0 12 7 19

カ ス タ マ ー ハ ラ ス メ ン ト 防 止 研 修 集 合 1.0 27 12 39

伝 わ る 広 報 デ ザ イ ン 力 研 修 オ ン ラ イ ン 0.5 88 29 117

管理職向け 部下とのコミュニケーション・指導法研修 オ ン ラ イ ン 1.0 5 4 9

ト ッ プ セ ミ ナ ー （ 企 業 ト ッ プ 等 に よ る 特 別 講 義 ） 集 合 0.5 57 15 72

地 方 公 会 計 と 財 務 諸 表 の 作 り 方 ・ 読 み 方 集 合 1.5 8 20 28

地 方 財 政 制 度 研 修 （ 地 方 債 等 資 金 調 達 ） オ ン ラ イ ン 0.5 32 14 46

政 策 法 務 研 修 オ ン ラ イ ン 0.5 12 17 29

行 政 法 研 修 オ ン ラ イ ン 1.0 8 15 23

訴 訟 法 務 研 修 集 合 0.5 7 8 15

自 分 ら し い キ ャ リ ア の 描 き 方 ／ 公 私 の 転 機 集 合 1.0 19 6 25

分 か り や す い 説 明 の 仕 方 研 修 e ラ ー ニ ン グ 0.5 183 107 290

管 理 職 向 け ハ ラ ス メ ン ト 防 止 研 修 e ラ ー ニ ン グ 0.5 37 89 126

管 理 職 - 中 堅 職 員 向 け コ ー チ ン グ 研 修 e ラ ー ニ ン グ 0.5 114 82 196

管 理 職 向 け イ ク ボ ス 研 修 e ラ ー ニ ン グ 0.5 41 13 54

管 理 職 - 中 堅 職 員 向 け 部 下 の キ ャ リ ア 開 発 支 援 研 修 e ラ ー ニ ン グ 0.5 49 21 70

管 理 職 - 中 堅 職 員 向 け ア ン ガ ー マ ネ ジ メ ン ト 研 修 e ラ ー ニ ン グ 0.5 190 95 285

人 を 動 か す PowerPoint 資 料 の 作 り 方 研 修 e ラ ー ニ ン グ 0.5 141 61 202

ビ ジ ネ ス 文 書 レ ベ ル ア ッ プ 研 修 e ラ ー ニ ン グ 0.5 95 79 174

地 方 公 務 員 法 e ラ ー ニ ン グ 0.5 85 69 154

初 め て 学 ぶ 人 の た め の デ ー タ サ イ エ ン ス 入 門 e ラ ー ニ ン グ 1.0 17 16 33

小               計 23.0 1,403 878 2,281

ク レ ド 研 修 オ ン ラ イ ン 5.0 420 0 420

県 内 中 小 企 業 等 派 遣 研 修 集 合 20.0 3 0 3

財 務 会 計 ス キ ル ア ッ プ 研 修 集 合 1.0 29 0 29

語 学 研 修 集 合 60.0 11 0 11

滋 賀 県 と の 政 策 立 案 研 修 集 合 3.0 8 0 8

秘 書 研 修 e ラ ー ニ ン グ 0.5 6 0 6

マ ナ ー ア ッ プ 実 践 研 修 e ラ ー ニ ン グ 0.5 770 0 770

現 場 視 察 研 修 集 合 1.0 12 0 12

特 別 職 ・ 幹 部 向 け ハ ラ ス メ ン ト 研 修 集 合 0.5 38 0 38

小               計 91.5 1,297 0 1,297

199.5 5,067 2,391 7,458

令和７年度　研修実績

階
層
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研
修
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ト
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修

県
職
員
対
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合  　　　　計

修了者数
実施形態研修の名称 総日数
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福井県自治研修所の現況 
 

 

１ 設置理念 
   地方公務員法（昭和２５年法律第二百六十一号）第三十九条の趣旨に基づき、県職員  

および市町職員等の資質の向上および勤務能率の増進を図り、もつて地方自治の  

本旨の実現に資するため、福井県自治研修所 (以下「研修所」という。)を設置する。  

 

 

２ 沿革 
   昭和 25年 県職員の研修機関として、「福井県職員研修所」を福井市松本町に設置 

   昭和 30年 市町村職員の研修機関として、「福井県自治講習所」を福井市御屋形町に設置 

   昭和 40年 両所を統合し、「福井県自治研修所」を福井県民会館内（福井市大手）に設置 

   平成  8年 旧県立短期大学（福井市大畑町）の学舎を改築し、同地に移転 

   平成 29年 旧県立春江工業高校（坂井市春江町）の校舎を改築し、同地に移転 

       （福井県自治研修所ホームページ https://www.pref.fukui.lg.jp/doc/011371/ ） 
 

 

３ 施設 

所在地 用途 面積（㎡） 備 考 

坂井市春江町 

江留上緑 8-1 

 

※敷地面積 

 約 22,000 ㎡ 

管理棟 

（1 号棟） 

112 談話室、事務室 

 

研修棟 

（5 号棟） 

638 大研修室、図書コーナー、教材室、準備室、講師控室 

合計 750  

 

 

４ 研修所の位置 
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５ 研修所施設配置図 

 

 

 
 

 

 

 

 

 



 

６ 研修用備品 

 

品名 規格 数量 

電子黒板 Panasonic TH-65BF1J 1 

HD カメラ（ホワイトボード撮影用） Panasonic AW-HE70HW 1 

マルチシグナルスイッチャー Panasonic SL-61B/IL1S 1 

天吊プロジェクター Panasonic PT-DW750JW 1 

プロジェクター（持ち運び用） EPSON EB-W05 1 

大型スクリーン（メインモニター） 200 インチ 1 

天吊ディスプレイ（サブモニター） Panasonic TH-B55 2 

有線マイク Panasonic WM-D170SW－K 2 

ワイヤレスマイク Panasonic WX-4212C、Panasonic WX-4100B 4 

ワイヤレスピンマイク Panasonic WX-4300B、松下通信工業 WX-4300 3 

USB マイク サンワサプライ MM－MCU05BK 1 

ワイヤレスアンプセット（持ち運び

用） 
オーディオテクニカ ATW－SP１９１０／T190MIC 1 

ノートパソコン（講師用） Windows１１Enterprise 1 

ノートパソコン（講師用 持ち運び

用） 
Windows１１Enterprise 1 

テレビ SHARP LC-50W35 1 

デジタルカメラ Canon IXY 620F 1 

デジタルビデオカメラ SONY HDR－CX680 2 

ホワイトボード  5 

シュレッダー MS シュレッダー MSV-F31CF 1 

ラミネーター NAKABAYASHI QLN-01A3 1 

車椅子 自走式 1 



 

 

費用負担区分 

 

区分 項目 
負担区分 

備考 
県 受託者 

施設経費 

電気料 ○   

水道料 ○   

灯油代 ○   

電話開設費（受託者回線） ○  
施設内配線に係る分 

（県敷設メタル回線有） 

電話開設費（受託者回線）  ○ 施設内配線以外に係る分 

インターネット開設費 

（受託者回線） 
○  

施設内配線に係る部分 

（前受託者敷設光回線有） 

インターネット開設費 

（受託者回線） 
 ○ 施設内配線以外に係る部分 

電話代（ＦＡＸ代含む）  ○ 受託者回線分 

インターネット代  ○ 受託者回線分 

NHK受信料 

（県が設置したもの） 
○   

新聞購読料 ○  県が購読しているものに係る分 

施設消耗品 ○  ﾄｲﾚｯﾄﾍﾟｰﾊﾟｰ等 

研修経費 

郵便料、宅配料  ○ 
講師・所属との連絡等（県庁集発

できる連絡先は、県庁集発使用） 

複写機、印刷機等  ○ 

資料作成等、委託業務遂行上必要

な機器及び用紙、トナー、インク

等（修理代含む） 

研修消耗品  ○ 研修消耗品、受託者事務用品等 

事務用ﾊﾟｿｺﾝ・ﾌﾟﾘﾝﾀｰ設置費  ○ 受託者が設置したものに係る分 

講師に係る費用  ○ 謝礼、旅費・宿泊費、昼食代等 

テキスト代・講義資料代  ○  

会場使用料  ○ 会場が自治研修所以外の場合 

研修器材の修理代 ○  
県が購入したものに係る分（受託

者の責に帰すべき場合は受託者） 
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（令和 ８ 年  4 月 1 日現在）

　

（組  織） 

　 （分掌事務）

総括主任１名  １  研修事務の調整、研修の企画・計画に関すること

 ２  研修対象者・受講者の決定に関すること

所長代理

（併任１名） 主事１名  １  自治研修所の維持管理・運営に関すること

　  ２  自治研修所の予算および歳入歳出事務に関すること

所　長 副所長 所長補佐 主任

　 （兼務１名） （兼務１名） （兼務１名） （兼務１名）

　 企画主査

（兼務１名）

主査

　 （兼務１名）

研修委託業者３名

　

組織および分掌事務


